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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため、また、１株当たり四

半期（当期）純損失金額であることから記載しておりません。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第65期 

第３四半期連結 
累計期間 

第66期 
第３四半期連結 

累計期間 

第65期 
連結会計年度  

会計期間 

自平成23年 
 ４月１日 
至平成23年 
 12月31日 

自平成24年 
 ４月１日 

至平成24年 
 12月31日 

自平成23年 
 ４月１日 
至平成24年 
 ３月31日 

売上高（千円）  17,868,946  17,956,283  23,455,947

経常損失（△）（千円）  △87,298  △483,526  △256,492

四半期（当期）純損失（△） 

（千円） 
 △204,827  △543,948  △374,143

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 △531,886  △531,472  △528,681

純資産額（千円）  13,614,889  12,891,844  13,618,013

総資産額（千円）  25,825,065  25,112,473  26,253,559

１株当たり四半期（当期） 

純損失金額（△）（円） 
 △10.53  △27.97  △19.24

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  52.7  51.3  51.9

回次 
第65期 

第３四半期連結 
会計期間 

第66期 
第３四半期連結 

会計期間 

会計期間 

自平成23年 
 10月１日 
至平成23年 
 12月31日 

自平成24年 
 10月１日 

至平成24年 
 12月31日 

１株当たり四半期純損失金額（△）

（円） 
 △7.53  △8.91

２【事業の内容】
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      当第３半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しておりません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についても重要な変更はありません。 

   なお、当社グループが将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

その他当社グループの経営に重要な影響を及ぼす事象は存在しておりません。 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。 

(1）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要や９月まで続いたエコカー補助金等

を背景に持ち直しの動きが見られましたが、欧州の債務危機問題や中国をはじめとする新興国での景気の減速傾

向、更には、円高が長く続いてきた影響などで、依然として景気の先行き不透明な厳しい状況が続きました。  

こうした状況下、当社グループは、関係業界における震災後の様々な事業環境変化に対して迅速に対応すべく、

顧客との意思疎通に努め、更には、新興するアジア地域を主体とするグローバル市場での販売活動を加速させると

共に、一方では、最適なサプライチェーンの観点からグローバルな生産体制の強化と効率化に継続して取組み、ま

た、新規製品の開発にも鋭意努めてまいりました。   

その結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高が179億5千6百万円（前年同四半期比0.5％増）と

なりました。利益面では、製造子会社ソマテック株式会社における初期投資の影響もあって、営業損失が5億2千7

百万円（前年同四半期は営業損失5千9百万円）、経常損失が4億8千3百万円（前年同四半期は経常損失8千7百万

円）、四半期純損失が5億4千3百万円（前年同四半期は四半期純損失2億4百万円）となりました。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  ［高機能材料事業］ 

高機能材料事業は、厳しい市場環境が続く中で、電子部品や自動車部品の業界が震災やタイでの洪水被害から立

ち直りを見せたことを受け、関連製商品の販売が回復してきました。中でも、スマートフォンやタブレットＰＣの

市場拡大を反映して関連需要が好調に推移し、当社のオリジナル開発製品などの販売が伸張しました。しかし一方

では、震災後に生じた関係業界での様々な事業環境の変化が当社製商品に対する需要の減退をもたらし、減収とな

ったアイテムも発生しました。その結果、当事業全体の売上高は127億9千万円（前年同四半期比1.7％増）となり

ましたが、利益面では当事業の強化に向けて実施したソマテック株式会社での初期投資の影響で、営業損失が4億6

千4百万円（前年同四半期は営業利益5千2百万円）となりました。 
  

（主な製商品群の概況） 

   

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

製商品群 概況（数値は前年同四半期との対比）  

コーティング製品 
電子・精密機器向け需要に濃淡が見られた中で、特に期の後半でスマートフォン、タ

ブレットＰＣ向け需要が好調に推移し、12.7％の増収となりました。 

高機能樹脂製品 
自動車部品向け需要がエコカー補助金効果の終息や日中問題で期の後半から弱含んだ

ものの、海外生産拠点の体制整備も進み、6.1％の増収となりました。 

電子材料 
スマートフォン向け需要は好調に推移したものの、重電・自動車業界向け需要は震災

後の需要構造変化を受けて落込み、1.5％の減収となりました。 

機能性樹脂 
電子回路基板や家電製品向け樹脂需要が、エコポイント制度の打切りや震災後の消費

マインド停滞で低調に推移したため、6.5％の減収となりました。 
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  ［環境材料事業］ 

環境材料事業は、関係する製紙業界で、国内の紙需要が漸減を続け、円高や輸入紙の増大といった要因も加わっ

て製紙事業の合理化や再構築が進んでいるため、当社製商品の販売面でも競合が一段と進む厳しい状況が続いてい

ます。そうした中で、当期においては、震災で稼働停止となった製紙工場が順次生産を再開し始めたことを契機

に、とりわけ当社独自の開発製品については拡販と新たな製紙分野への展開に努め、更には、拡大する中国市場の

開拓にも鋭意取組んでまいりました。しかし一方では、製紙会社の合理化対策の結果として特に当社商品に対する

需要がなくなり、当該商品の販売を大きく減少させる要因も発生しました。その結果、当事業全体の売上高は40億

3千4百万円（前年同四半期比12.3％減）、営業損失が1千5百万円（前年同四半期は営業利益2千5百万円）となりま

した。        

  

（主な製商品群の概況） 

   

   [その他の事業] 

その他の事業は、食品業界向けの食品材料が長引く個人消費の低迷や円高によるデフレ圧力で引続き厳しい状況

が続く中、顧客ニーズに関わる幅広い情報収集に努めると共に、顧客に対するきめ細かなサービスの提供と拡販に

継続して取組んでまいりました。そうした中で、期の前半では特に天然の増粘安定剤が世界的な需給タイトな状況

を背景に仕入価格の高騰が続いたため、仕入価格に対応した販売価格の改定にも努めました。一方、保存食品向け

の食品材料は前年同期に見られた震災直後の特需がここにきて落ち着いてきたことから販売は減少傾向となりまし

た。その結果、当事業全体の売上高は11億3千1百万円（前年同四半期比63.0％増）、営業利益は1億7千6百万円

（前年同四半期比73.1％増）となりました。    

  

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(3）研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2億5千3百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当社グループとしては、将来的に成長が期待できる分野に重点的に経営資源を集中させ、「スピードある変化へ

の対応」によりビジネス領域の拡大及び強化に努めてまいります。 

 具体的には、製造販売については電子部品業界や自動車部品業界等へのコーティング製品及び高機能樹脂製品の

新規開発品の市場投入による販売拡大に注力し、仕入販売については既存商品の販売拡大及び新規商権の獲得に注

力してまいります。 

 また当社の子会社を基点として、中国を含むアジア地域に対して製造販売及び仕入販売を推進してまいります。

製商品群 概況（数値は前年同四半期との対比）  

ファインケミカルズ 
製紙会社の減産と販売製品の競合激化が続く中、製紙各社の震災復旧に伴う需要の回

復と独自製品の新たな需要開拓で、16.0％の増収となりました。 

製紙用化学品 
塗工紙の輸入増大と減産などで塗工用バインダーの需要が減少し、更に一部商品が販

売終了した特殊要因も加わって、17.9％の減収となりました。  
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(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 ①資金需要 

設備投資、運転資金、借入金の返済及び利息の支払い、並びに配当及び法人税の支払い等に資金を充当してお

ります。 

 ②資金の源泉 

主として営業活動によるキャッシュ・フロー、金融機関からの借入れにより、必要資金を調達しております。

 ③長期借入金及び短期借入金 

当第３四半期連結会計期間末の有利子負債は70億円であり、この内訳は、金融機関からの長期借入金66億円、

短期借入金4億円となっております。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、最新の経営環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案すべく尽力してい

ますが、今後も経営環境はさらに厳しさを増し、急激に変化していくものと予想されます。 

 当社グループとしては、今後もこの現状を正確かつ的確に把握して、適時に対応していく方針であります。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。   

  

該当事項はありません。  

該当事項はありません。 

  

  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  60,000,000

計  60,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成24年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成25年２月14日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  19,587,349 同左   
東京証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数 

1,000株  

計  19,587,349 同左   － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金 
残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 

(千円) 

平成24年10月１日～ 

平成24年12月31日 
 －  19,587,349  －  5,115,224  －  4,886,268

(6)【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

   ①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

(7)【議決権の状況】

  平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内 容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     139,000 － 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式    19,207,000 19,207 同上 

単元未満株式 普通株式      241,349 － 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数  19,587,349 － － 

総株主の議決権 － 19,207 － 

  平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

ソマール株式会社 
東京都中央区銀座 

四丁目11番２号 
139,000 －  139,000  0.7

計 － 139,000 －  139,000  0.7

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から

平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,033,003 4,257,225

受取手形及び売掛金 7,634,055 7,580,402

電子記録債権 － 38,610

たな卸資産 1,758,242 2,070,841

その他 376,377 301,754

貸倒引当金 △7,980 △6,310

流動資産合計 14,793,699 14,242,523

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,937,487 3,744,001

機械装置及び運搬具（純額） 2,165,045 2,001,201

土地 1,774,103 1,777,910

建設仮勘定 10,301 9,473

その他（純額） 150,748 128,146

有形固定資産合計 8,037,687 7,660,733

無形固定資産 271,229 227,132

投資その他の資産   

投資有価証券 1,776,103 1,596,625

その他 1,863,190 1,873,586

貸倒引当金 △488,352 △488,127

投資その他の資産合計 3,150,942 2,982,084

固定資産合計 11,459,859 10,869,949

資産合計 26,253,559 25,112,473

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,947,342 4,209,615

短期借入金 400,000 400,000

1年内返済予定の長期借入金 1,600,000 －

未払法人税等 20,969 23,781

賞与引当金 123,819 79,603

その他 1,105,363 544,993

流動負債合計 7,197,494 5,257,994

固定負債   

長期借入金 5,000,000 6,600,000

退職給付引当金 227,509 170,880

役員退職慰労引当金 42,367 49,317

資産除去債務 63,338 63,727

その他 104,835 78,709

固定負債合計 5,438,050 6,962,634

負債合計 12,635,545 12,220,629
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,115,224 5,115,224

資本剰余金 4,886,268 4,886,268

利益剰余金 3,988,494 3,250,066

自己株式 △45,672 △45,889

株主資本合計 13,944,314 13,205,669

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 139,796 136,297

繰延ヘッジ損益 6,182 1,588

為替換算調整勘定 △472,280 △451,712

その他の包括利益累計額合計 △326,301 △313,825

純資産合計 13,618,013 12,891,844

負債純資産合計 26,253,559 25,112,473
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年12月31日) 

売上高 17,868,946 17,956,283

売上原価 15,845,442 16,045,188

売上総利益 2,023,503 1,911,095

販売費及び一般管理費 2,082,624 2,439,089

営業損失（△） △59,120 △527,993

営業外収益   

受取利息 10,472 9,595

受取配当金 29,474 30,170

為替差益 － 50,445

その他 21,682 8,372

営業外収益合計 61,629 98,584

営業外費用   

支払利息 50,819 44,098

債権売却損 3,937 3,540

為替差損 32,864 －

その他 2,187 6,478

営業外費用合計 89,808 54,117

経常損失（△） △87,298 △483,526

特別損失   

固定資産売却損 701 61

固定資産除却損 6,636 2,309

投資有価証券評価損 7,848 148,496

特別損失合計 15,185 150,867

税金等調整前四半期純損失（△） △102,484 △634,394

法人税、住民税及び事業税 30,828 17,616

法人税等調整額 71,514 △108,061

法人税等合計 102,342 △90,445

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △204,827 △543,948

四半期純損失（△） △204,827 △543,948
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △204,827 △543,948

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △97,727 △3,498

繰延ヘッジ損益 △1,807 △4,593

為替換算調整勘定 △227,524 20,568

その他の包括利益合計 △327,059 12,475

四半期包括利益 △531,886 △531,472

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △531,886 △531,472

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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 該当事項はありません。 

１ 偶発債務 
  

  

２ 輸出手形割引高 
  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

(1) 連結の範囲の重要な変更 

   該当事項はありません。 

  

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更  

  非連結子会社及び関連会社は存在しないため、該当事項はありません。 

【会計方針の変更】

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成24年12月31日） 

手形債権流動化に伴う 

買戻し義務額  
千円 54,512 千円 48,398

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成24年12月31日） 

輸出手形割引高 千円 11,619 千円 1,484

2013/02/15 16:06:5612883498_第３四半期報告書_20130215160642

- 12 -



 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。 

  

 Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

１．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

２．株主資本の金額の著しい変動 

  該当事項はありません。 

  

 Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

１．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

２．株主資本の金額の著しい変動 

  該当事項はありません。 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食品関連素材の輸入販売等を含

んでおります。  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

減価償却費 千円 468,220 千円 883,618

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 97,264 5 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金 

平成23年11月４日 

取締役会 
普通株式 97,251 5  平成23年９月30日  平成23年12月12日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 97,242 5 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金 

平成24年11月12日 

取締役会 
普通株式 97,237 5  平成24年９月30日  平成24年12月10日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（単位：千円）

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 高機能材料
事業 

環境材料
事業 

計 

売上高  

外部顧客への売上高  12,572,663  4,602,521  17,175,185  693,760  17,868,946

セグメント間の内部売上高      
又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  12,572,663  4,602,521  17,175,185  693,760  17,868,946

セグメント利益又は損失（△）  52,559  25,419  77,979    101,701    179,680
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

   

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食品関連素材の輸入販売等を含

んでおります。  

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

  

（単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計 77,979

「その他」の区分の利益 101,701

全社費用（注） △238,800

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △59,120

（単位：千円）

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 高機能材料
事業 

環境材料
事業 

計 

売上高  

外部顧客への売上高  12,790,209  4,034,945  16,825,154  1,131,129  17,956,283

セグメント間の内部売上高      
又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  12,790,209  4,034,945  16,825,154  1,131,129  17,956,283

セグメント利益又は損失（△）  △464,094  △15,550  △479,644    176,038    △303,606

（単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計 △479,644

「その他」の区分の利益 176,038

全社費用（注） △224,387

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △527,993
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 当第３四半期連結会計期間（自平成24年10月１日 至平成24年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また、１株当たり四半

期純損失金額であることから記載しておりません。 

  

該当事項はありません。  

平成24年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）配当金の総額……………………………………… 千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………         円 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成24年12月10日 

 （注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行います。 

  

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額 円 銭 10 53 円 銭 27 97

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（千円）  204,827  543,948

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円）  204,827  543,948

普通株式の期中平均株式数（千株）  19,450  19,447

（重要な後発事象）

２【その他】

97,237

5
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているソマール株式会
社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成
24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任  
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論  
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ソマール株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

    平成25年２月８日

ソマール株式会社     

取締役会 御中     

  有限責任監査法人トーマツ  

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 大中 康行  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 髙橋 正伸  印 

  
 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 
２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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